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１ 目的 
  本研究の目的は、アジア諸国の携帯事業者（6 カ国 16 社）の効率性を比較することにより、各

事業者の事業運営効率性の相対的位置付け、効率性改善の方向性、および国別の相違点等を分析す

る。その結果を踏まえ、5G 時代における各国の情報通信政策への示唆を得る。 
                                                                                   
２ 方法 
  本研究の調査・分析方法は、過去 5 年間（2014-2018 年）の四半期データに基づきパネルデー

タを作成し、各事業者の事業運営の効率性を Data Development Analysis (DEA）で分析する。ま

た、事業全体の効率性を純技術的効率性と規模の効率性に分割し、各効率性の要素から事業者間の

特徴を把握する。その上で、それらの結果から得られた非効率性を被説明変数として、トービット

モデルにより被効率性の要因を探索する。 
                                    
３ 結果 
  DEA 分析の結果をみると、2014 年時と比べると NTT ドコモ、KDDI は純技術的な効率性は維持し

つつも、全体的な経営効率は相対的に低下傾向にある。中国の China Mobile, China Telecom は純

技術的な効率性は高いものの全体の経営効率は低く、韓国の事業者にも同様の傾向がみられる。他

方、その他の３カ国（タイ、フィリピン、マレーシア）の中ではタイの携帯事業者の効率性は過去

５年間継続的に相対的に高い水準で推移していることがわかった。また、これら DEA 分析の結果で

ある効率性スコアを非説明変数としてトービットモデルで分析してみると、総合的な経営効率性に

対しては国土面積の広さ、都市化率が統計的に有意に影響をしており、また規模の経済性にかかる

効率性については、市場占有率、市場独占状況(HHI)、４Gへの移行割合等も有意に影響しているこ

となどがわかった。 

          
４ 結論 
  アジア６カ国の携帯事業者16社の経営効率性は事業者ごとの特徴とともに国別の特徴があり、

技術進歩や市場の競争状況によって変化しうること、したがってそれを踏まえた各国特有の政策へ

の示唆が得られた。  
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